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次世代育成支援対策推進法・女性活躍躍進法に関する一体型行動計画書 

 
令和 8年 5月 27 日 

 

職員が仕事と子育てを両立させることができ、職員全員が働きやすい環境を作

ることによって、全ての職員がその能力を十分に発揮できるようにするため、次

のような行動計画を策定する。 

 

1. 計画期間 令和 8年 4月 1日～令和 10 年 3 月 31 日 

2. 内容 

【次世代育成支援対策推進法】 

 

課題: 40 歳未満の男性職員が 21 名在籍しているが、男性の育休取得実績がゼロ

であり、将来的なライフイベント時の離職を防ぐための定着支援と環境整備が

必要である。 

目標 1. 

計画期間内に、40 歳未満の男性職員の育児休業等の取得者を 1名以上出す。 

対策 

・「対象者予備軍」への事前アプローチ： 40 歳未満の男性職員 21 名に対し、

未婚・既婚を問わず、面談の機会に「当法人では男性も育休が取れる制度を整え

ている」ことを事前に伝える。 

・ライフイベントの早期把握： 本人や上司から「結婚した」「配偶者が妊娠し

た」という報告があった時点で、人事から直接、育休制度の案内と取得の意向確

認を個別に行う。 

 

目標２.計画期間内に全職員の月平均残業時間を 2時間以内とし、個人の最大残

業時間を月 5時間以内とする。  

 

取組内容および実施時期 

令和 8年 6 月～：ケアワーカー（リーダー職）の業務内容の棚卸と、一部業務の

他職員（副リーダー）への移管。 

令和 8年 12 月～：リーダー不在時でも判断ができるよう、トラブル対応マニュ

アルの作成と共有。 



【女性活躍推進法】 

 

課題 

当法人は女性管理職割合が 79.4％に達しており、女性のキャリアアップが進ん

でいる。また、有給休暇取得率も 68％と一定の水準を維持している。 

しかし、現場のシフト管理を担う管理職への負担の偏りや、40 歳未満の若年男

性職員（21 名）の将来的な仕事と家庭の両立（育休取得など）を見据えると、

男女問わずさらに柔軟で計画的に休暇を取得できる職場環境の整備が不可欠で

ある。政府目標である「有休取得率 70％以上」を安定して達成し、より定着し

やすい職場を目指す。 

 

目標 1. 

計画期間内に、全職員の年次有給休暇の平均取得率を 70％以上にする。 

 

取組内容および実施時期 

管理職（79.4%）による「シフト管理ノウハウ」の共有と平準化 

現場の負担を抑えながら有休を消化させるマネジメント力を組織全体で高めま

す。 

令和 8年６月〜（1年目）： 

事業所（フロア）ごとの有休取得状況を毎月データ化し、管理職会議で共有する。 

令和 9年４月〜（2年目）： 

取得率が高い優秀な事業所の女性管理職が実践している「急な欠員への対応策」

や「業務の標準化マニュアル」を明文化し、法人内の全管理職へ横展開する。 

 


